国際寡占競争下における環境政策と環境ロビイングについて
大阪経済法科大学　前鶴　政和

１．はじめに

　近年、地球温暖化問題をはじめとして、国際的な環境問題に対する世間の関心が高まっている。このような環境問題に対する世間の関心の高まりは、環境政策を決定する政府の政策の選択に強い影響を及ぼすようになっている。
利益集団が政治献金などのロビー活動を行い、政治家の政策決定に影響を与える政治経済学に関する研究が、貿易政策をはじめ、様々な分野で応用されている。そのような中で、環境政策の政治経済学に関する最近の研究では、環境保護主義者の影響が注目されている。環境保護主義者の特徴は、自国の汚染量による環境損失のみならず、外国の汚染量による環境損失にも関心を払うことにある。そのため、環境保護主義者は外国での汚染量によって効用が減少するものと考える。環境保護主義者は、環境政策の決定に影響を及ぼすために、利益集団（環境保護団体など）を形成し、政府にロビー活動を行う。Canton(2009)は、このような現状を踏まえ、環境保護主義者の利益集団が外国の政府に対してのみロビー活動を行うと仮定した。しかし本稿では、環境保護主義者の利益集団が自国と外国の政府にロビー活動を行う状況を考察する。なお、本稿では企業の利益集団によるロビー活動は考慮しない。
環境保護主義について考察するとき、「受動的な環境保護主義」と「主体的な環境保護主義」という２つのケースについて区別する。まず、受動的な環境保護主義のケースは、環境保護主義者の利益集団が形成されず、上述したように環境保護主義者の選好（効用の減少）を通じてのみ政策の決定に影響を与えるような状況として考えられる。次に、主体的な環境保護主義のケースは、上記のような効用の減少に加え、環境保護主義者が利益集団を形成し、政府にロビー活動を行う状況として考えられる。

先行研究として、Fredriksson(1997)やAidt(1998)は、環境税をめぐる利益集団間の政治的競争に関して、複数の利益集団をプリンシパル、政府をエージェントとするコモン・エージェンシーモデルによって環境政策の分析を行った。最近では、Conconi(2003)やAidt(2005)が、環境保護主義者が環境税率の下落を支持するという状況を検討した。Canton(2008)はエコ産業が存在するケースに政治ゲームを応用し、異なる利益集団間の提携の可能性について考察した。Canton(2009)は外国の政府に外国の汚染量による環境損失に関心を払う環境保護団体が献金を行い、外国の政府の環境税率に影響を与える状況を分析した。
本稿では、次のような状況を想定する。第1国と第2国の2国に企業が1社ずつ存在し、第3国市場でクールノー競争を行う状況を想定する。この2企業は、生産活動に伴って汚染物質を排出し、環境損失をもたらす。汚染物質は、排出国内にとどまるケースも考えられるが、地球温暖化や酸性雨などに見られるように、国境を越えて外国に拡散するケースも考えられる。そこで、汚染物質の影響が排出国内にとどまる「局地的汚染」のケースと、汚染物質の影響が地球全体に及ぶ「地球規模汚染」のケースについて検討する。両国の政府は、環境損失を減少させるために、各国の企業による汚染物質の排出量に排出税を課す。さらに、「主体的な環境保護主義」のケースでは、自国（第1国）の環境保護団体が、自国（第1国）と外国（第2国）の両国の政府に献金を行うものとする。このような想定の下で、環境保護団体の規模の増加や外国の汚染量による限界環境損失の上昇が両国の環境税率にどのような影響を与えるかを分析する。

　本稿の構成は以下の通りである。第2節で基本モデルを提示し、企業の生産量の決定について考察する。第3節で、環境保護団体が形成されない場合の、両国の政府による環境税率の決定と、外国の汚染量による限界環境損失の上昇の影響を分析する。第4節で、環境保護団体が形成される場合の、両国の政府による環境税率の決定と、環境保護団体の規模の増加や外国の汚染量による限界環境損失の上昇の影響を分析する。第5節で結論を述べる。
２．基本モデル

　本節ではCanton(2009)に基づき、基本モデルを提示する。第1国と第2国の2国を仮定し、第1国には環境保護主義者が存在するが、第2国には存在しないものとする。第1国と第2国には企業が1社ずつ存在し、第3国市場でクールノー競争を行っているものとする。第3国市場の逆需要関数は以下のような線形の関数を仮定する。
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　ただし、
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は逆需要関数のパラメータ、
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は企業1の生産量、
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は企業2の生産量、
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は両国企業の総生産量を表す。
　両国企業の費用関数は共通であり、以下のような関数を仮定する。
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　ただし、
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は一定である。両国企業の生産活動によって、財1単位の生産につき1単位の汚染物質が排出されるものとする。また、第1国の政府は企業1の排出する汚染物質1単位に対して税率
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の課税を行い、第2国の政府は企業2の排出する汚染物質1単位に対して税率
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の課税を行う。すると、両国企業の利潤関数は以下のように表される。
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　　(4)
　両国企業のクールノー均衡における生産量は以下のようになる。　
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　財は第1国および第2国では消費されないものとする。したがって、消費者余剰は存在せず、各国の社会厚生は企業の利潤、環境損失と環境税収によって構成される。

　ここで、第1国の国民はすべて環境保護主義者であると仮定する。第1国における環境損失は、第1国の汚染量から被る損失と、第2国の汚染量から被る損失の2つの部分から構成されるものとし、以下のように表される。

　　　
[image: image14.wmf]112

DEE

bg

=+

　　(7)
　ただし、
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は第1国の汚染物質の総量（汚染量）を表し、
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は第2国の汚染物質の総量（汚染量）を表す。各国には自国の汚染物質の排出量のみならず、外国の汚染物質の排出量によって越境汚染の程度を表すパラメータ
[image: image17.wmf][0;12]
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にしたがって汚染が生じる。
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なら汚染物質の影響は国内にとどまり（局地的汚染のケース）、
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となる。
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なら地球全体に拡散し（地球規模汚染のケース）、
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となる。
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は自国における汚染量1単位あたりの環境損失を表す。
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は外国である第2国における汚染量1単位あたりにつき第1国の国民（すべて環境保護主義者）が被る環境損失を表す。　
次に、第2国における環境損失は以下のように表される。
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　第2国には環境保護主義者が存在しないため、外国である第1国の汚染量によって被る環境損失は存在しない。
以上のことから、各国の社会厚生は以下のように表される。
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　ただし、
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は環境税収を表す。
３．環境保護団体が形成されない場合の戦略的環境政策
　本節では、環境保護主義者が環境保護団体を形成しないケースを考察する。
　均衡における各国の環境税率は以下の式で与えられる。
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　ただし、上付きの
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は環境保護団体が形成されない場合の均衡を表す。
　次に、第1国、第2国の排出量について、次の式が得られる。
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ここで、受動的な環境保護主義、すなわち第2国における汚染量
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からの限界環境損失を表すパラメータ
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の変化の影響について考察すると、次の命題が得られる。

命題１

（１）局地的汚染のケース（
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（２）地球規模汚染のケース（
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４．環境保護団体が形成される場合の政治的に最適な環境税
　本節では、第1国の国民（環境保護主義者）の一部が環境保護団体を形成し、両国の政府に献金を実施するケースを考察する
。環境保護団体は、再選される可能性を最大化しようとする両国の政治家に献金を提案する。第1国の政府によって選択される政策が
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である場合の第1国の政治家に対する献金を
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、第2国の政府によって選択される政策が
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である場合の第2国の政治家に対する献金を
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とする。すると、各国の政治家の利得関数は次のように表される。
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　ただし、上付きの
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は政治家、
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は各国の政治家が献金と比較して社会厚生に与える政治的なウェイトを表す。

　以下では、環境保護団体と両国の政治家による2段階ゲームの枠組みで分析する。環境保護団体がまずゲームの第1段階において各国の政治家に環境税の関数として各国の政治家に支払われる金額を特定するような献金関数を提案する。環境保護団体は、利得から献金額を差し引いた純利得を最大化するような環境税が実施されるように献金を行う。次にゲームの第2段階において、献金関数と各国企業の均衡生産量を所与として、各国の政治家が最適な環境税を選択する。
　環境保護団体に所属する組織化された環境保護主義者の比率が
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であるものとする。すると、環境保護団体の利得関数は以下のように表される。
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　ただし、
[image: image59.wmf]B

は環境保護団体の予算を表す。環境保護団体は、(17)式の利得関数から献金の合計額を差し引いた純利得関数
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を最大化するような環境税が実施されるように献金を行う。
　均衡における環境税は以下のように求められる。
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　ただし、上付きの
[image: image63.wmf]l

は環境保護団体が形成される場合の均衡を表す。

４．１　受動的な環境保護主義が一定の場合の主体的な環境保護主義の変化の効果

第1国、第2国の排出量について、次の式が得られる。
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ここで、受動的な環境保護主義、すなわち第2国における汚染量
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からの限界環境損失を表すパラメータ
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を一定として、主体的な環境保護主義、すなわち環境保護団体の規模を表す
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の変化の影響を考察すると、命題が得られる。

命題２

（１）局地的汚染のケース（
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（２）地球規模汚染のケース（
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４．２　主体的な環境保護主義が一定の場合の受動的な環境保護主義の変化の効果
　次に、主体的な環境保護主義、すなわち環境保護団体の規模を表すパラメータ
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を一定として、受動的な環境保護主義、すなわち第2国における汚染量からの限界環境損失を表すパラメータ
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の変化の影響について考察すると、次の命題が得られる。

命題３

（１）局地的汚染のケース（
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（２）地球規模汚染のケース（
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５．結論
　本稿では、自国の環境保護主義者が外国の汚染量によって環境損失を被るとき、環境保護主義者が利益集団を形成し、自国と外国の政治家にロビー活動を行う状況を想定し、両国の環境税率に対する影響について分析を行った。その際、①局地的汚染か地球規模汚染か、②環境保護団体が形成されるか否か、③受動的な環境保護主義と主体的な環境保護主義のいずれが変化するか、という観点から環境税の比較を行った。
本稿の分析によって、環境保護団体が形成されるか否か、また局地的汚染か地球規模汚染かによって、外国の汚染量による限界環境損失の変化が環境税率に対する影響は異なること、また外国の限界環境損失を一定とした場合に、局地的汚染か地球規模汚染かによって、環境保護団体の規模の変化が環境税率に及ぼす影響は異なること、などが明らかになった。
　なお、本稿では環境保護主義者や環境保護団体が自国にしか存在しない状況を分析したが、実際には両国に存在するケースも考えられる。また、環境保護主義者のみならず、企業が利益集団を形成し、ロビー活動を行うケースも考えられる。さらに、企業が排出削減活動を行い、これに政治家が補助金を給付するケースも考えられる。これらの点について本稿の分析を拡張することが、今後の課題である。
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